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第１章 飯島町空家等対策計画の概要 

 

 １．計画策定の背景 

  近年、人口の減少や高齢化に伴い、日常的に使用されていない既存住宅や建築物（以

下「空家等」という。）が年々増加してきています。このような空家等の中には、適切な

管理が行われていない結果として、安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害等多岐

にわたる問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしているものがあり

ます。今後、空家等の数が増加することが予想され、こうした問題が一層深刻化するこ

とが懸念されています。 

  このような状況を踏まえ、国は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ため、「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号、以下「法」と

いう。）」を制定し、平成 27 年５月に施行しました。 

  また、長野県においても、この法律の施行に併せ平成 27 年６月に「長野県空き家対策

市町村連絡会」を設立、また、平成 28 年 6 月に上伊那地域連絡会の第 1 回会議を開催し、

県と県内全市町村及び関係団体が一体となり空家等対策を推進していくこととしていま

す。 

  本町においても、法に基づき、総合的かつ計画的に空家等対策を推進するため、飯島

町空家等対策計画を策定するものです。 

 

 ２．計画の位置づけ 

 

  本計画は、法第６条の規定に基づき、飯島町総合計画を上位計画とし、関係する団体

や他の計画とも連携をとりながら運用を行います。 
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第２章 空家等の現状 

 

 １．空家等の現状 

  

 飯島町では、平成 28 年度に空家等と疑われる家屋（196 戸）について外部委託による

実態調査を実施しました。調査の結果、町内では 124 戸の空家等が認められました。 

  調査では、当該家屋の老朽度や周辺への影響などから危険度を判定するチェックリス

トを作成し、ランク別に集計した結果、危険度ランク「C」となった家屋は、町内全体で

34 戸が該当となっています。 

 

 ＜危険度判定区分表＞ 

ランク 判定内容 戸数 割合 

A 
現状では、保安上危険となる恐れのある状態とは判

断されないが、経過観察を要するもの。 
76 62％ 

B 
即座に特定空家等と判断することは困難であるが、

その対策を検討すべきと考えられるもの。 
14 12％ 

C 
そのまま放置すれば倒壊等著しく危険となる恐れ

のある状態と判定するもの。 
34 26％ 

  

 

＜各地区別外観目視危険度判定結果表＞               （単位：戸） 

地区名 
外観目視危険度判定区分 

合計 
A B C 

田切 5 3 3 11 

飯島 30 3 17 50 

本郷 10 2 3 15 

七久保 29 4 9 42 

日曽利 2 2 2 6 

合計 76 14 34 124 
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なお、家屋の納税義務者と水道の開閉栓に関して別途調査を行ったところ、当町の閉

栓数から空家等と疑われる家屋の推移が以下のように表されました。閉栓数＝空家等で

はありませんが、当町における空家等の潜在数を推測できる数値となっています。 

 

＜水道メーターの管理個数に対する閉栓数の推移＞ 

基準日 
平成 15 年 

4 月 1 日 

平成 20 年 

4 月 1 日 

平成 25 年 

4 月 1 日 

個数等 数 率（%） 数 率（%） 数 率（%） 

家屋の納税義務者数 4,029  4,095  4,033  

町内の水道メーターの管理個数 3,783 100 4,016 100 4,144 100 

閉栓数 258 6.82 320 7.97 477 11.51 

   

 

下表は、全国と長野県における空き家数の推移を示した参考資料です。 

 ＜参考資料 「空き家数の推移（抜粋）」＞ 

 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 

住宅総数 

（1,000 戸） 

空き家率 

（%） 

住宅総数 

（1,000 戸） 

空き家率 

（%） 

住宅総数 

（1,000 戸） 

空き家率 

（%） 

全国 53,891 12.2 57,586 13.1 60,629 13.5 

長野県 981 16.7 946 19.3 982 19.8 

（出展：住宅統計調査及び住宅土地統計調査 総務省統計局） 
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 ２．所有者の意向調査 

 

実態調査の際、町内の空家等の所有者に対して、管理の現状と今後の意向についての

聞取り調査を行いました。 

今後の意向については、「売却したい」「貸したい」「売却したい又は貸したい」という

意向が多く見受けられる中で、相手が見つけられないという実態が伺えます。 

また、「解体したい」という意向があるが、経済的負担により難しいという現状も伺え

ました。 

 

＜管理の現状＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の意向＞ 
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 ３．空家等における課題 

   

適切な管理が行われていない空家等は、防犯や防災、衛生、景観等の問題を生じさせ、

町民生活に深刻な影響を及ぼす恐れがあります。 

 

 （１）所有者等の管理意識の欠如 

   空家等を適切に管理していない、活用の意向がないなど、空家等に関する問題意識

が低い所有者がいます。また、適切に相続・登記されていない空家等の場合、所有者

等への指導などの対応が困難になることがあります。 

 

 （２）周辺環境への悪影響 

   空家等が放置され、老朽化することにより、倒壊事故や建築材の飛散事故等が発生

する可能性があります。また、草木の繁茂や敷地内へのゴミの不法投棄、野生動物の

繁殖等、衛生面の悪化にもつながってしまいます。さらに、空家等に対する放火や不

審者の侵入等、犯罪の温床となる危険性もあります。 

 

 （３）所有者の特定が困難 

   所有者が行方不明であったり、相続放棄や相続人不在等により空家等の権利の所在

が不明となっている場合、対応が困難となっています。 

 

 （４）将来の人口減によるさらなる空家等の増加 

   少子高齢化や都市部への人口流出等により町の人口がさらに減少すると、今後さら

に空家等が増加する恐れがあります。 
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第３章 空家等対策における施策 

 

 １．対策に関する基本的な方針（法第 6 条第 2 項第 1 号） 

 

 （１）所有者等の意識の涵養 

   空家等がもたらす問題は、第一義的には所有者等が自らの責任により的確に対応す

ることが前提です。所有者等に対して、空家等の適正な管理や利活用の意識付けを行

うことが重要であり、また、相続、転勤などにより、全ての人が空家等の所有者等と

なる可能性があることから、広く所有者等に対し啓発を行い、空家等問題に関する意

識の涵養を行います。 

 

 （２）地域住民等との連携 

   空家等の問題は、地域の生活環境に与える影響が大きいことから、地域の問題とし

てとらえ、地域全体で対処方法を検討・共有していく必要があります。 

 

 （３）特定空家等の取り組み 

   特定空家等は、倒壊、火災の危険性や雑草の繁茂、害虫の繁殖など地域住民の生活

環境に悪影響を与えることもあることから、優先的に取り組んでいきます。 

 

 （４）住民の相談に対する取り組み 

   空家等の所有者等に対し、空家等対策の情報提供を行うとともに所有者等からの空

家等の利活用や維持管理、除却等の相談に迅速かつ的確に対応するために地域の専門

家と連携した相談体制を構築します。 

 

 ２．計画期間（法第 6 条第 2 項第 2 号） 

   

本計画は、計画期間を 2019 年度から 2023 年度までの５年間とし、社会情勢等の変化

を鑑み、必要に応じて見直していくものとします。 

 

 ３．対象地区（法第 6 条第 2 項第 1 号） 

   

本計画の対象地区は飯島町全域とします。 

 

 ４．対象とする空家等の種類（法第 6 条第 2 項第 1 号） 

  

本計画の対象とする空家等の種類は、法第２条第１項に規定された「空家等」のうち

一戸建ての住宅と併用住宅、法第２条第２項に規定された「特定空家等」とします。 
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□法第２条第１項 「空家等」とは 

  建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。た

だし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

□法第２条第２項 「特定空家等」とは 

  ・倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

  ・著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

  ・適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態 

  ・その他の周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 にある空家等をいう。 

 

 ５．空家等の調査（法第 6 条第 2 項第 3 号） 

  

（１）空家等の調査方法 

   空家等は今後も増加を続けることが予想されるため、新たに発生する空家等や老朽

化が進行する空家等の情報を更新し、適切な対応を実施することができる体制を構築

します。 

空家等は、住民票・水道の使用量・建築物への人の出入り状況・周辺住民のヒアリ

ングなどにより特定します。 

   特定した空家等は、登記情報、建築確認申請情報、戸籍簿情報、固定資産税の課税

情報及び近隣住民等からの情報収集等により所有者等の特定を行います。 

 

 （２）実態調査 

   空家等の状態等を把握するため、職員又は町長が委任した者による現地調査を実施

します。 

   調査は、おおむね５年毎、建物の状況や周辺への影響について外観目視により行う

こととし、必要に応じ近隣住民等からも情報を収集するものとします。 

 

 （３）空家等情報のデータベース化 

   空家等の調査により取得した情報及び当該空家等対策を行うにあたり必要な情報に

ついて、データベースを整備します。また、新たな情報や所有者等に対する対応の履

歴などは随時更新を行います。 

   データベースの情報は以下のとおりとします。 

   ①空家等基本情報（所在地、建物種類、階数、構造等） 

   ②現地調査情報（老朽度、周辺への影響、維持管理の状態） 

   ③所有者特定情報（建物所有者等の住所等） 

   ④適切な管理の促進（助言や指導等の履歴） 

   ⑤その他空家等対策に必要な事項 
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 （４）所有者が特定できない場合 

   ①所有者等不明（相続放棄含む）の確認 

    ・法定相続人各人に対し、相続放棄の事実について調査します。 

    ・法定相続人全員の相続放棄が確認された場合は、所有者不明の空家等と判断し

ます。 

   ②所有者等所在不明の確認 

      所有者等の確認のため送付した郵便等が返送された場合は、送付先の市町村

に住民票の閲覧請求を行う等調査を行った後、なおも所在が不明な場合には、

「過失なく所有者等を確知できない」者と判断します。 

 

 ６．空家等の適切な管理の促進（法第 6 条第 2 項第 4 号） 

  

 個人の財産である空家等の適切な管理は、第一義的には所有者等が自らの責任におい

て行うことが原則です。このことを所有者等に啓発し、空家等が管理不全のまま放置さ

れないよう、以下の取り組みを実施します。 

 

（１）町民及び所有者等への意識の醸成 

  空家等の適切な管理は第一義的には所有者等が責任を持って行わなければならない

という法の趣旨を認識してもらうため、広報誌やホームページ等による周知を行いま

す。 

  あわせて、空家等相談の受付、町で実施する空家等の対策事業（定住促進空き家提

供事業、補助事業）の紹介、民間が行う空家等管理サービスの情報提供などを行うこ

とにより、町民や所有者等に対し、適切な管理意識の醸成を図ります。 

 

（２）相談体制の整備等 

  空家等に係る問題は、多岐にわたることから、建設水道課が総合的な窓口としての

役割を果たすことに併せ、庁内関係各課、県、関係団体と連携した相談体制の整備を

行います。 

 

 ７．空家等の利活用（法第 6 条第 2 項第 5 号） 

   

空家等及び除却した空家等に係る跡地の利用促進は、法第２条第２項に規定される特

定空家等とならないための予防対策の一環として積極的に進める必要があります。活用

が可能と思われる空家等については、所有者等に対して利活用を促すために、今以上に

空家等提供事業を周知し運用していく必要があります。また、移住定住施策だけでなく、

地域交流活性化のための施設として活用するなど、地域住民が一体となった利活用を図

っていく必要があります。 
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第４章 特定空家等に対する措置等及びその他の対処（法第 6 条第 2 項第 6 号） 

  

特定空家等は、適切な管理が行われず地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしていること

から、町は、地域住民の生命・健康・財産の保護を図るとともに、健全な生活環境の保全

を図るために必要な措置を講じます。 

特定空家等の判断については、国が示した「特定空家等に対する措置に関する適切な実

施を図るために必要な指針」に基づき行い、飯島町空家等対策協議会で意見を求め、町長

が決定します。 

 

 １．措置の方針 

  

（１）措置の優先 

   特定空家等のうち、周辺建築物や道路又は不特定の者に対して悪影響を及ぼすもの

若しくは及ぼす恐れが高いものから優先して措置を行うものとします。 

 

 （２）所有者等に対する措置 

   町は、法に基づき所有者等に対して、除却・修繕・立木の手入れ・その他必要な措

置をとるよう助言・指導・勧告・命令等の措置を講じます。 

 

 ２．措置の実施 

  

（１）助言・指導（法第 14 条第１項） 

   町長は、除却・修繕・立木の手入れ・その他必要な措置をとるよう助言・指導を行

います。この助言・指導により所有者等が適切な措置を行えば、この段階で対応は完

了となります。 

 

 （２）勧告（法第 14 条第２項） 

   町長は、助言・指導を行っても改善が見られない場合は、相当な猶予期限を定めて

助言・指導の内容を講じるよう所有者等に勧告を行います。 

   勧告を行う場合は、固定資産税等の住宅用地の特例が適用されなくなることから、

税担当部局と十分打合せを行うとともに、所有者等にもその旨を通知します。 

 

 （３）命令（法第 14 条第３項） 

   町長は、勧告を行っても必要な改善が見られない場合で、特に必要と認めた場合は、

所有者等に対して相当な猶予期限を定めて勧告の措置を講じるよう命じます。 

   町長は、命令をする場合においては、法第 14 条第４項から第８項及び第 11 項から

第 13 項の規定に基づき実施します。 
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 （４）行政代執行（法第 14 条第９項、行政代執行法第２条） 

   町長は、命令の措置が履行されないときや履行しても十分でない場合等に、行政代

執行（昭和 23 年法律第 43 号）の規定に基づき、命令の措置を所有者等に代わり行い

ます。この際措置に要した費用については、当該所有者等に請求します。 

 

 （５）略式代執行（法第 14 条第 10 項） 

   町長は、必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくて必要な措置を命

ぜられるべき所有者が確知できない場合においてその措置を自ら行い、又はその命じ

た者若しくは委任した者に行わせます。 

 

  



11 

 

第５章 空家等対策の実施体制（法第 6 条第 2 項第 8 号） 

  

 １．庁内組織及び関係団体 

  

（１）庁内空家等対策連絡会議 

   空家等対策全般に関することを検討するため、庁内関係課による空き家空き地対策

４局部会（以下「４局部会」という。）を設置します。４局部会の事務局は、建設水道

課に置きます。 

   町が講じる空家等対策について、以下の事項に関する検討を行います。 

   ・空家等に係る情報共有 

   ・町民等からの相談への対応 

   ・利活用促進に係る提案・対応 

   ・その他、空家等対策に関して必要な事項 

 

 【４局部会体制・役割】※必要に応じてその他関係課等は参加します。 

課 名 役 割 

建設水道課 

・空家等の実態調査に関すること 

・空家等に対する相談に関すること 

・空家等の適切な管理の促進に関すること 

・空家等の除却や解体に関すること 

・都市計画法、景観法、建築基準法に係る対応に関すること 

・４局部会の運営に関すること 

・飯島町空家等対策連絡協議会に関すること 

・その他関係機関との連絡、調整に関すること 

住民税務課 

・衛生上の対策等に関すること 

・法第 10 条第１項の規定に基づいた固定資産税台帳等の情報の提

供に関すること 

・勧告した特定空家等の固定資産税等の住宅用地特例の解除に関す

ること 

・所有者等の町税の課税状況に関すること 

地域創造課 
・空家等の利活用促進に関すること 

・空家等を活用した移住、定住の促進に関すること 

総 務 課 
・防災上の対策等に関すること 

・防犯上の対策等に関すること 
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（２）飯島町空家等対策協議会 

   ①趣旨 

     空家等の適正管理に関し、専門的な見地及び町民の立場から広く意見を求める

ため、飯島町空家等対策協議会を設置します。 

   ②所掌事務 

     空家等に関する対策の推進に関し必要と認められる協議 

   ③構成 

     協議会の構成については、町長のほか、次に掲げるもののうちから町長が委嘱

します。 

    ・識見を有するもの 

    ・町内に住所を有するもの 

    ・町長が必要と認めるもの 

 

 （３）関係機関等との連携 

   空家等に関する相談に適切に対応するため、関係機関、民間団体との連携及び協力

のもと空家等対策を実施します。 

 

   ①弁護士・司法書士・土地家屋調査士・行政書士 

    相続に関する相談及び調査、財産の所有権移転手続き等 

   ②不動産業者 

    所有者の空家等利活用相談等 

   ③法務局 

    登記簿情報の提供等 

   ④建設業者等 

    空家等の解体、改修の相談及び対応等 

   ⑤金融機関 

    空家等の改修費用、抵当権の対応等 

⑥警察署 

    危険回避のための対応等 

   ⑦消防署 

    災害対策、災害時の応急措置等 

   ⑧区・自治会 

    空家等情報の提供、跡地の利活用等 
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  ２．住民等から空家等に関する相談への対応（法第 6 条第 2 項第 7 号） 

  

   空家等に関する相談窓口を建設水道課内に設置し、同課職員が対応します。また、

空家等の相談は多岐にわたることから、庁内の関係部署及び関係団体等と連携して対

応します。対応内容については、経過等について記録し、関係団体等と共有します。 

 

  ３．その他空家等の対策の実施に関し必要な事項（法第 6 条第 2 項第 9 号） 

  

   飯島町空家等対策計画に基づく対策の実施状況や効果については、飯島町空家等対

策協議会において検証を実施し、必要に応じて計画の見直しを実施していくこととし

ます。 
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飯島町空家等対策計画取り組みスケジュール 

 計画期間 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 

危険度ランク A       

危険度ランク B       

危険度ランク C 

  

 

   

 

 

特定空家等 

 

 

    

空家等対策計画 

○計画策定 

（3 月 4 日庁議） 

  ○広報 

○意見募集 

（1/28~2/22） 

 16 件（15 人） 

   ○計画の検証 

○計画改訂検討 

   ○改訂 

   ○広報 

○意見募集 

 

空家等対策協議会 

（適時開催） 
      

4 局部会 

（適時開催） 
  

 

   

 

【適正管理】 

 ○所有者等の意向に応じた情報提供（賃貸・売却、利活用等） 

 ○流通・活用促進 

 ○管理状態の点検・意向調査 

【改善・解消】 

 ○所有者への啓発活動 

 ○環境改善指導（繰り返し実施） 

【改善・解消】 

 ○所有者の特定、指導 

 ○立入検査 

 ○特定空家等の指定 

【特定空家等の改善・解消】 

 ○助言・指導、勧告、命令 

 ○行政代執行又は略式代執行 

【再調査等】 

 ○空家等再調査 ○所有者等の意向確認 

【指導等】 

 ○所有者等への啓発活動 ○地域住民等との連携 


